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中国の祝日-2021年

一、【元旦】1月1日（金）～3日（日）

二、【春節】2月11日（木）～17日（水） ※2月7日（日）、2月20日（土）は振替出勤日

三、【清明節】4月3日（土）～5日（月）

四、【労働節】5月1日（土）～5日（水） ※4月25日（日）、5月8日（土）は振替出勤日

五、【端午節】6月12日（土）～14日（月）

六、【中秋節】9月19日（日）～21日（火） ※9月18日（土）は振替出勤日

七、【国慶節】10月1日（金）～7日（木） ※9月26日（日）、10月9日（土）は振替出勤日



• 2019年『改正特許審査指南』の解説

• 改正『著作権法』来年6月1日より施行

• 『専利法実施細則改正提案（意見募集稿）』及び

『専利審査指南改正草案（第2回意見募集稿）』の

意見公募

• 最高人民法院が『知的財産権民事訴訟の証拠に

関する若干の規定』を公布

• 中国－サウジアラビア間の特許審査ハイウェイ

（PPH）の試行開始

• 中国出願人が欧州特許庁をPCT国際出願の国際

検索機関として指定する試行プロジェクトの開始

• 人工知能の特許出願で中国が世界トップに

• 同じ＂威視＂が紛争を起こす

• 商標局より『商標法』第22条を引用してマドリッドの

中国指定の領土拡張出願を拒絶された場合の処

理方法

• 李文輝博士がB型肝炎財団の最高栄誉である2021

バルーク・サミュエル・ブランバーグ賞を受賞
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• 2020年『特許法』の第4次改正に関する説明



改正 『著作権法 』来年 6月 1
日より施行

11月11日、第13期全国人民代表大会常務

委員会第23回会議で『著作権法』改正に関す

る決定が採決され、来年6月1日から施行され

る。改正著作権法はインターネットにおける著

作権保護の関連規定を整備し、特に権利侵害

の法定賠償額の上限を大幅に引き上げ、懲罰

的賠償の原則を明確にするなどして、創作者

たちが自身の合法的権益を守るために更に

「後押し」した。

著作権保護の「得るよりも失う方が大きい」

ことは、現在の著作権保護の大きな難点であ

る。新たに改正された『著作権法』は一連の懲

罰措置を規定し、権利侵害の違法コストを大

幅に引き上げた。故意に権利を侵害し、情状

が深刻な場合、賠償金額の1倍以上5倍以下

の懲罰的賠償を適用することができる。権利

者の実際の損失、権利侵害者の違法所得、権

利使用料の計算が困難な場合、人民法院は

権利侵害行為の情状に基づき 、 500 元以上

500万元以下の賠償を命じる判決を下すと規

定する。

新たに改正された『著作権法』はまた、 「著

作物」の定義を調整し、現行法における「映画

著作物及び映画の撮影製作に類似する方法

により創作された著作物」の表現を「視聴覚著

作物」に改正した。これは著作権保護の範囲

がさらに拡大し、ネットショート動画などの新し

いジャンルの作品が強力な法的保護を受けら

れることを意味する。

監督管理部門の法律執行手段が少なく、執

行力が弱い問題に対して、新たに改正された

『著作権法』は、「著作権を主管する部門が著

作権及び著作権に関連する権利の侵害の疑

いのある行為を調査、処分する際に、当事者

に質問し、違法の疑いのある行為に関連する

状況を調査することができる。当事者の違法

行為の疑いがある場所と物品に対して現場検

査を実施し、違法行為の疑いに関連する契約

書、領収書、帳簿及びその他の関連資料を閲

覧、複製し、違法行為の疑いがある場所及び

物品を封印又は押収することができる。」と規

定している。

新たに改正された『著作権法』はまた、著作

権及び著作権に関連する権利を保護するため

に、権利者は技術的措置を講じることができる

ことを明確にした。

情報元 :中国国家知識産権局

『専利法実施細則改正提案
（意見募集稿 ） 』及び 『専利
審 査 指 南 改 正 草 案 （ 第 2 回
意見募集稿） 』の意見公募

『専利法』の改正に適応するように、国家知

識産権局は『特許法実施細則』及び『特許審

査指南』の改正に関する準備作業を開始した。

『特許法実施細則』及び『特許審査指南』の改

正提案を作成してから、説明及び公表をして、

社会各界の意見を求める予定である。

情報元 :中国国家知識産権局
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最高人民法院が『知的財産
権 民 事 訴 訟 の 証 拠 に 関 す
る若干の規定』を公布

11月16日、最高人民法院は『知的財産権民

事訴訟の証拠に関する若干の規定』 （以下、

『知的財産権証拠規定』という ）を公布し、当

司法解釈は2020年11月18日より施行された。

『知的財産権証拠規定』の公布は、最高人

民法院が中国共産党中央の政策決定・配置を

徹底的に実行し、新たな発展理念を徹底し、

高質の発展に貢献し、知的財産権の司法保護

を強化するための重要な措置である。 『知的

財産権証拠規定』は民事訴訟証拠の一般規

則に従い、知的財産権訴訟の特徴と実情に立

脚し、知的財産権民事訴訟において問題の際

立った証拠提出、証拠保全、司法鑑定及び訴

訟における営業秘密保護等について規定を行

うことにより、権利者の立証負担を適切に軽

減し、知的財産権訴訟の誠実信用体系の構

築を強化することを目的とする。『知的財産権

証拠規定』の公布・実施は、知的財産権民事

訴訟における「立証難」の問題を解決し、権利

保護のコストを引き下げ、知的財産権司法保

護の質・効果を高め、市場化、法治化、国際

化のビジネス環境づくりを推進する上で重要

な役割を果たすことが期待される。

情報元 :最高人民法院

中国－サウジアラビア間の
特許審査ハイウェイ （ P P H ）
の試行開始

『中国国家知識産権局とサウジアラビア知

財総局の特許審査ハイウィプロジェクト』の提

携 協 定 に 基 づ き 、 中 国 国 家 知 識 産 権 局

(CN IPA )とサウジアラビア知財総局(SA IP )の

特許審査ハイウィ (PPH )の試行は2020年 11

月1日に開始され、2023年10月31日までの３

年間を予定している。

中 国 ― サ ウ ジ ア ラ ビ ア PPH 試 行 開 始 後 、

SA IPの出願人は『中国・サウジアラビア特許

審査ハイウィ (PPH )試行プロジェクトにおける

中国国家知識産権局 (CN IPA ) に対するPPH

申請提出のプロセス』に従ってCN IPAにPPH

申請を提出することができる。CN IPAの出願

人は、『特許審査ハイウェイ試行プロジェクト

におけるサウジアラビア知財総局（ SA IP ）に

対する申請提出のプロセス」に従ってSA IPに

PPH申請を提出することができる。

情報元：中国国家知識産権局

中 国 出 願 人 が 欧 州 特 許 庁
を PCT 国 際 出 願 の 国 際 検
索機関として指定する試行
プロジェクトの開始

中国国家知識産権局(CN IPA )と欧州特許庁

(EPO)は PCT体系の下で2020年 12月 1日か

ら試行プロジェクトを開始する。試行内容には、

中国国家知識産権局を受理局として提出した

PCT出願に対し欧州特許庁を国際検索機関と

して選択することができることが含まれる。中

国国家知識産権局を受理局として受理された

PCT国際出願 （英語で提出された出願に限

る）について、出願人は欧州特許庁を国際検

索機関として選択することができる。世界知的
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所有権機関（W IPO）国際事務局( IB )を受理局

として受理された中国出願人によるPCT国際

出願も同様に適用される。試行プロジェクトの

期間は2年に渡り、配当を設ける。詳しくは、

初年度には試行として2500件の出願を受け、

次の年には試行として3000件の出願を受ける。

欧州特許庁の国際検索手数料1 ,7 75ユーロ

は、出願人が欧州特許庁に直接納付するもの

とする。国際検索機関が徴収すべき費用、例

えば検索付加料金、異議申立の料金、延期提

出の料金などは、欧州特許庁の納付基準及

び納付要求に基づき、欧州特許庁に直接納付

しなければならない。

欧州特許庁を国際検索機関として選択する

PCT国際出願については、欧州特許庁を国際

予備審査機関としても選択しなければならな

い。国際予備審査機関が徴収する費用、例え

ば手数料 （ 183 ユーロ ） 、予備審査料 （ 1830

ユーロ）、予備審査付加料、異議申立料等は、

欧州特許庁の納付基準及び納付要求に基づ

き、欧州特許庁に直接納付しなければならな

い。

欧州特許庁は従来から質の高い検索で知ら

れており、試行プロジェクトを通じて、中国の

出願人は中国国家知識産権局による国際検

索のほか、欧州特許庁による国際検索レポー

ト ( ISR )及び書面意見書（WO/ ISA ）の作成と

いう別の選択肢がさらに増え、ニーズに応じて

選択することができるようになる。欧州特許庁

は、出願人に対し、その発明の特許性に関す

る明確な評価を提供し、PCT条約に基づく各

国・地域の段階、特に欧州地域の段階に移行

するか否かを適時かつ適切に決定するための

強固な基礎を提供することになる。また、欧州

特許庁の国際検索レポート及び書面意見書に

より、中国出願人が欧州出願の審査スピード

を速めたい場合には、早期に欧州地域段階に

移行し、早期処理を要求することができ、追加

的な欧州調査を行わずにその出願を審査され

るになる。これは出願人が欧州において特許

保護を取得するのに有利である。

情報元 :中国国家知識産権局＆欧州特許庁

人 工 知 能 の 特 許 出 願 で 中
国が世界トップに

2019年、中国の人工知能分野における特

許出願件数は11万件に達し、初めて米国を抜

いて世界一になった。今年から、世界における

5Gネットワークに関する出願は3分の1が中国

の技術によるものであり、関連特許出願件数

の優位性は明らかである。そのうち、特許出

願件数において、ファーウェイが第1位であり、

ZTEが第3位である。

情報元 :中国国家知識産権局

同じ＂威視＂が紛争を起こ
す

先日、北京市高級人民裁判所（以下、“北京

高級裁判所”という）は、同方威視技術股份有

限公司（以下、「同方威視」という） （Nuc t e ch

Company L im i t e d 、Nuc t e c h ）と上海太弘威

視安防設備有限公司（以下「太弘威視」という

（ Shan g h a i T a i h o n g V i s i o n Sec u r i t y a n d

Po r t E q u i pmen t Co .，L t d . ）との商標権侵害
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及び不正競争事件について、太弘威視の上訴

を棄却し、北京知識産権裁判所の第一審判決

を維持する終審判決を下した。詳しく言えば、

「太弘威視による文字「威視」を含む標識の使

用及び「太弘威視TA IHONGV IS ION及び図」

標識付きの商品の生産、販売、宣伝は、同方

威 視 の 商 標 第 134132 2 号 “ ” 及 び 第

6989335号“ ＂（以下、「係争商標」と

いう）の専用権を侵害し、不正競争に当たると

認定した。太弘威視に対し、＂威視＂の文字

を含む商標の使用を停止し、企業名称を変更

し、声明を掲載して影響を取り除くとともに、同

方威視の経済的損失及び合理的支出として計

300万元を賠償するよう命じた。」。

一審で300万元の賠償判決

同方威視は1997年に清華大学より設立され、

安全検査製品と安全検査ソリューションの提

供に力を入れるハイテク企業であり、その製

品とサービスは税関、鉄道、環境安全及び公

共安全等の分野に広く応用されている。

太弘威視は2012年に設立され、経営範囲は

社会公共安全設備及び器材の研究開発、販

売、生産加工、通信設備及び関連製品の研究

開発、技術移転、技術コンサルティング等を含

む。

同方威視は、「自社は係争商標の合法的な

商 標専用権 者であり 、 1998 年 から商 標 「威

視」を出願し使用しており、かつて北京市著名

商標に認定されたこともある。長期にわたって

広範囲な宣伝及び使用を経て、商標「威視」

は顕著な識別性及び比較的に高い知名度を

有するようになり、安全検査分野における「威

視」ブランドのブランド価値は絶えず向上して
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いる。」と訴えた。

同方威視は、被告の太弘威視が商業活動に

おいて「威視」を商標として使用する行為は、

自社の係争商標について有する商標専用権

を侵害し、同時に被告がその企業名称におい

て無断で「威視」を使用する行為は不正競争

に当たると主張した。これに基づき、同方威視

は北京知的財産権裁判所に訴え、太弘威視

に対し、「威視」の文字を含む商標等の使用行

為の停止、企業名称の変更、声明の掲載によ

る影響の除去、権利侵害損失など500万元の

賠償を命じるよう裁判所に請求した。

同方威視の訴えに対して、太弘威視は、「自

社は第12125 35 0号「 」商標

の登録を受けた後に当該商標を正式に使用し、

当該登録商標の専用権を有するので、その使

用行為は商標権侵害及び不正競争に当たら

ない；原告の商標と自社の使用する「太弘威

視」は文字の差異が明らかであり、二者の共

存は関連公衆の混同・誤認を招かない；文字

「威視」は原告の独創ではなく、その他の主体

も「威視」を含む商標を登録しており、それを

安全検査設備商品に使用する際に識別性が

比較的に低くて、「威視」は安全検査設備商品

の代用名称又は一般名称となっているので、

原告は他人等の正当な使用を禁止する権利

を有しない」と反論した。

北京知的財産権裁判所は、「太弘威視が使

用する標識の主な認識部分は、先行権利商標

又はその主な認識部分を完全に含み、かつ先

行権利商標と区別されるその他の意味を生じ

ていないので、両者は類似である。太弘威視

の証拠は威視が安全検査設備の一般名称と

なっていることを証明するには不十分であり、



商号「同方威視」が安全検査設備において一

定の知名度と影響力を有しており、太弘威視

による「威視」を含む商標と商号の使用は同方

威視の商標専用権を侵害し、不正競争に当た

る。 」と認定した。これにより、裁判所は太弘

威視に対し、「威視」の文字を含む商標の使用

を停止し、企業名称を変更し、その公式サイト

のトップページの目立つ位置に6ヶ月連続して

声明を掲載して影響を除去すると同時に、同

方威視に経済的損失及び合理的支出計300

万元を賠償するよう判決した。

第二審は原判決維持に

太弘威氏は第一審の判決に不服し、北京高

級裁判所に上訴して、下記の点を主張した。

すなわち、係争標識は2つの先行権利商標に

類似せず、係争商標が「セキュリティ設備」商

品に使用されていることは、暗示的な記述に

該当し、「威視」はすでに「セキュリティ設備」

商品を指しており、識別性が比較的に低く、太

弘威氏は係争標識の使用において主観的な

悪意がなく、太弘威視の係争行為は関連公衆

の混同・誤認等を招かない。

北京高級裁判所は審理の結果、次のように

認定をした。すなわち、係争標域別と係争商

標は、それぞれ同一又は類似の商品に使用さ

れる類似商標を構成する。太弘威視の企業設

立日及び係争標識の登録・使用日はいずれも

業界内で一定の知名度及び影響力を有する

同方威視より遅れているので、同方威視及び

その係争商標の使用状況を知るべきである。

それなのに、太弘威視は生産経営において自

発的に回避せず、主観的には善意とは言いに

くく、客観的には同方威視の係争商標に対す

る登録商標専用権を侵害している。
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業界 観察

裁判所は「太弘威視がセキュリティ業界で安

全検査設備を生産する同業経営者として、同

方威視の商号「同方威視」が既に業界内で一

定の知名度と影響力を有している状況におい

て、同じ文字「威視」をその企業名称の構成部

分として選択して登録して使用することは、主

観的に他人の有名商号の市場名声に便乗す

る意図があり、太弘威視の上述の行為は不正

競争を構成する。」と指摘した。

裁判所は同時に、第一審裁判所において係

争商標及び同方威視が栄誉証書を取得したこ

と、太弘威視の広告宣伝における係争標章及

び「威視」を含む商号の使用状況等の要素を

総合的に考慮し、事情を斟酌して経済的損失

及び合理的費用として合計300万元の賠償を

確定したことは妥当であると指摘した。

以上で、北京高級裁判所は上訴を棄却し、

原判決を維持する判決を下した。

情報元 :中国知識産権報



2 0 2 0 年 『 特 許 法 』 の 第 4 次
改正に関する説明

弁理士 杜文文

2020年10月17日、中華人民共和国第13期

全国人民代表大会常務委員会第22回会議で

「全国人民代表大会常務委員会による『中華

人民共和国特許法』改正に関する決定」が可

決された。改正『特許法』は2021年6月1日よ

り施行される。

現行の『特許法』は1985年4月1日より施行

され、1992年、2000年、2008年三回にわたっ

て改正が行われ、発明創造の奨励及び保護、

イノベーションの促進に対して重要な役割を果

たして来た。今回は第4次の改正になる。

中国は現在、発展パターンを転換し、経済構

造を最適化し、成長の原動力を転換する肝心

な時期にあり、知的財産権の保護を強化し、

自発創新能力を向上させることは、経済発展

を加速し、イノベーション強国を実現するため

の必須の要件となっている。新たな情勢、要

求、問題及び挑戦に対応するために、中国は

2020年に『特許法』第4回の改正を行った。今

回の改正『特許法』には主に次の3つの内容

が含まれる：第1、特許権侵害に対する賠償の

強化、立証責任の完備、訴訟前行為保全措置

の完備、特許行政保護の完備、誠実信用の原

則の追加、特許権の期限補償制度及び薬品

特許紛争早期解決手続の関連条項の追加等

を始めとし、特許権者の合法的権益に対する

保護を強化すること；第2、職務発明制度の完

備、特許開放許諾制度の新規追加、特許転換

サービスの強化等を始めとし、特許の実施と

運用を促進すること；第3、意匠保護関連制度

の更なる完備、新規性猶予期間の適用状況
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の増加、特許権評価報告制度の完備等を始

めとし、特許権付与制度を完備すること。以下、

今回の『特許法』改正の主な内容について紹

介・分析を行なう。

一、権利侵害のコストを引き上げ、特許権者

の合法的権益を保護

1 .重大かつ故意の権利侵害行為に対する懲

罰的賠償制度の追加

これは主に改正『特許法』第71条の規定に

関わり、すなわち、「故意に特許権を侵害し、

情状が深刻な場合、上述の方法により確定し

た金額の1倍以上5倍以下で賠償金額を確定

することができる。」

現在、民事分野における主な基本賠償原則

は「補完」原則であるが、知的財産権分野にお

ける立証の難しさ及びイノベーションの奨励等

の仕組みを考慮して 、今回の改正において

『特許法』に 「懲罰的賠償」制度を導入した。

現在、中国が採用している「 5倍」は世界各国

が採用している最高の倍数であり、これは知

的財産権保護の強化及び権利侵害の取締り

に対する中国の決意も示している。

2 .法定賠償額の引き上げ

改正『特許法』第71条の元の賠償額「1万元

以上100万元以下」を「 3万元以上500万元以

下」に改正した。

今回の改正では賠償額の下限及び上限に

ついていずれも改正が行われており、この改

正は権利侵害コストの引き上げ及び保護の強

化に対する中国の決意を改めて示しており、

特にその製品の適法的な出所を証明すること

が困難であり、又は故意の侵害行為に対しよ



り厳しい懲罰を与える。

3 .立証責任制度の完備、立証が難しいという

問題の解決

これは主に改正『特許法』第71条の規定に関

わり、すなわち、「人民法院は賠償金額を確定

するために、権利者が挙証に尽力しており、

権利侵害行為に関連する帳簿、資料が主に権

利侵害者によって把握されている場合には、

権利侵害者に権利侵害行為に関連する帳簿、

資料の提供を命じることができる。権利侵害

者が帳簿、資料を提供せず、又は虚偽の帳簿、

資料を提供した場合には、人民法院は、権利

者の主張及び提供した証拠を参考にして賠償

金額を認定することができる。」

これにより、権利者の立証負担を軽減するこ

とができる。

4 .意匠特許の保護期間の延長

改正『特許法』第42条 意匠特許権の期限を

15年に改正した。

この改正は、中国が『工業意匠の国際登録

に関するヘーグ協定』に加盟するための条件

を整え、イノベーション主体の外国出願のニー

ズを満たしている。ハーグ協定への加盟は、

国 内 の 出 願 人 が 世 界 知 的 所 有 権 機 関

（W IPO ）の国際事務局に直接又は中国国家

知識産権局経由の転送方式により特定の形

式で意匠特許出願を提出することができるこ

とを意味する。出願人が1つの出願をするだけ

で、指定の複数の加盟国の国内で同時に出願

することに相当し、同一の出願人が複数の国

で意匠保護を求める手続要件が大幅に簡素

化される。
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5 .特許権期限補償制度の増設

改正『特許法』第42条に「発明特許の出願

日から満4年、かつ実体審査請求日から満3年

後に発明特許権が付与された場合には、国務

院特許行政部門は特許権者の請求に応じて、

発明特許の権利付与過程における不合理な

遅延について特許権の期限補償を行う。ただ

し、出願人による不合理な遅延は除外とする。

新薬発売のための審査評定・審査認可に占有

された期間を補償するために、中国で発売許

可を取得した新薬関連発明特許について、国

務院特許行政部門は特許権者の請求に応じ

て特許権の期限補償を与える。補償期限は5

年を超えず、新薬の発売認可後の総有効特許

権期間は14年を超えない。」との規定が追加

された。

特許権の保護期間は出願日から計算され、

特に発明特許についてはその審査期間が比

較的に長くて、当該出願が実際に保護される

期間が間接的に減少しているので、上述の特

許権期間補償制度を新たに追加する必要が

ある。また、今回の改正は、特に薬品特許の

保護期間補償について規定した。薬品の研究

開発期間が比較的に長く、コストも比較的に

高く、特許保護に対する依存性が非常に高い。

一方、医薬品は公衆の健康に関わり、公衆に

とって保護期間が長すぎると、低価格の医薬

品を入手する時期が遅れる可能性がある。今

回の改正では、補償が受けられる薬品の類型、

補償期限及び請求に応じた補償等の原則を

明確に規定し、上述の2つの面のバランスを図

るようにした。

6 .薬品特許紛争の早期解決手続の新設



改正『特許法』第76条に「薬品の発売審査

評定・審査認可の過程において、薬品発売許

可の申請者と関連特許権者又は利害関係者

とが、登録を申請した薬品に関連する特許権

について紛争が生じた場合、関連当事者は人

民法院に提訴し、登録を申請する薬品の関連

技術方案が他人の薬品特許権の保護範囲に

入るか否かについて判決を下すよう請求する

ことができる。国務院薬品監督管理部門は所

定の期限内に人民法院の発効した裁判に基

づき関連薬品の発売許可を一時停止するか

否かの決定を下すことができる。」が第１項と

して追加された。第76条に第2、 3項も追加さ

れた。

薬品は特許保護を行う必要がある一方で、

薬品の発売審査認可を行う必要があり、両者

はそれぞれの基準を有している。特許審査は

例えば新規性、進歩性等の面から当該薬品を

評価する必要があるが、薬品の発売は主に薬

品の安全性を鑑定することになる。しかし、例

えばジェネリック医薬品については、理論的に

は薬品監督管理局の認可を得てから市場に

販売することができるが、権利侵害のリスクが

存在する可能性がある。この新たな条項は、

このような紛争を早期に解決することを目的と

しており、すなわち、薬品の生産が開始される

前に、当該薬品に侵害行為が存在するか否か

について裁決を行うことが認められる。

7 .特許行政保護制度の完備

改正『特許法』第68条「特許を偽称した場合、

法に基づき民事責任を負うほか、特許法執行

の責任部門が是正を命じ、これを公告すると

ともに、違法所得を没収し、違法所得の5倍以
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下の罰金を併科することができる。違法所得

がない又は違法所得が5万元以下の場合、25

万元以下の罰金を科すことができる。犯罪を

構成する場合は法に基づき刑事責任を追及す

る。 」との規定が追加された。改正『特許法』

第71条における追加条項にも関わる。

今回の改正では、特許詐称の処罰倍数が引

き上げられた。また、権利侵害事件が知的財

産権体制の内の特許業務管理部門により処

理され、特許詐称が統一の法執行チームによ

り統一的に法執行されるとし、すわなち、上記

性質の異なる2種類の事件がそれぞれ異なる

部門に処理されることをさらに明確にした。

8 . 誠実信用と権利濫用禁止の原則の明確化

これは主に改正『特許法』第20条の規定に

関わり、すなわち、 「特許出願及び特許権行

使は誠実信用の原則を遵守しなければならず、

特許権を濫用して公共の利益又は他人の合

法的権益を損なってはならない。特許権を濫

用して、競争を排除又は制限し、独占行為を

構成する場合には、『中華人民共和国独占禁

止法』に基づいて処理する。」。

特許保護は2つの段階、すなわち特許出願

段階と特許権行使段階に分けられる。特許出

願段階では、不正目的による出願行為及び不

正手段による出願行為等が発生することがあ

り、これは社会資源を浪費するだけでなく、中

国の特許出願の質も低減してしまう。今回の

改正は、不正な出願行為を制止するために、

特許出願段階においても誠実信用の原則に

従うべきであることを特に強調している。

二、特許の実施と運用を促進し、特許の公共

サービスを強化



1 .職務発明創造を健全化、職務発明創造に対

する単位の処置権を明確化

これは主に改正『特許法』第6条の規定に関

わり、すなわち「当該単位は、法によりその職

務発明創造の特許出願権利及び特許権を処

分し、関連する発明創造の実施及び運用を促

進することができる。」『特許法』第15条にも関

わる。

元の『特許法』では、単位が特許権をどのよ

うに処置するかについて明確な制限をしてい

なかったが、一部の単位は国有資産の監督管

理等の他の法律の制約を受けなければならな

い。上述の改正は、単位が法により処置を行

うことができると特許法により更に明確化にし

た。具体的な処置については、各単位が自身

の状況に合わせて判断する必要がある。この

改正も、発明者の創造意欲を更に引き出し、

イノベーションの活力を高めることを目的とし

ている。

2 .特許開放許諾制度の新設

これは改正『特許法』第50条、第51条及び

第52条に関わる。

特許権者が自発的に書面で国務院特許行

政部門に如何なる単位又は個人にもその特許

の実施を許諾する意思があると声明し、かつ

許諾使用料の支払方式、基準を明確にした場

合、国務院特許行政部門が公告し、開放許諾

を実行する。実用新案、意匠特許について開

放許諾声明を提出する場合、特許権評価報告

を提供しなければならない。開放許諾の実施

期間において、特許権者の納付する特許年金

に対して相応に減免を与える。
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開放許諾制度は特許の実施への転換を促

進する重要な法律制度であり、その核心は特

許権者が社会に向けて特許権を開放すること

を奨励し、需要と供給の結合及び特許の実施

を促進し、特許の価値を真に実現することに

ある。今回の改正は中国の国情に基づいてお

り、国際的に成熟した経験を参考にした。改正

では、開放許諾声明及びその発効の手続要

件、被許諾者が開放許諾を取得する手続、権

利義務及び相応の紛争解決ルートを規定して

いる。その目的は、政府の公共サービスを通

じて特許技術の需給双方の情報の非対称の

問題を解決し、いかなる単位及び個人も便利

に特許許諾を取得できるようにし、取引コスト

を下げ、特許の転換効率を高めることにある。

また、現在、フランス、英国、ドイツなどの先進

国及びタイ、ブラジル、インドなどの発展途上

国が開放許可制度（又は当然許可制度と呼

ぶ）を設立・実施している。

3 .特許公共サービスの強化

改正『特許法』第21条の規定に関わり、すな

わち、「国務院特許行政部門は、特許情報公

共サービス体系の構築を強化し、完全且つ正

確、適時に特許情報を発表し 、特許の基礎

データを提供し、特許公報を定期的に出版し、

特許情報の伝達及び利用を促進しなければな

らない。」

上述の改正は関連する公共サービス、社会

サービスに対する国と地方の重視を更に高め

ることができる。

三、特許権利付与制度を完備し、特許審査の

質を高める



1 .部分意匠の保護の追加

改正『特許法』第2条第4項の規定に関わり、

「意匠とは、製品全体又は局部の形状、図案

又はその結合及び色彩と形状、図案の結合に

対して行われ、優れた外観を備え、かつ工業

への応用に適した新たな設計を指す。」

この改正は、イノベーション主体のニーズを

満たし、全体意匠の保護の制約性を補うこと

ができる。同時に、知的財産権の国際発展の

趨勢に合致しており、中国企業の「海外進出」

に有利である。現在、米国、日本、欧州、韓国

等の主要国及び地域はいずれも部分意匠を

保護している。

2 .新規性の猶予期間の適用状況の追加

改正『特許法』第24条に関わり、第24条に

「国に緊急事態又は非常事態が発生したとき、

公共の利益のために初めて公開された場合」

との規定が追加された。

この改正で、新規性を喪失しない例外の適

用状況について、「国に緊急事態又は非常事

態が発生したとき、公共の利益のために初め

て公開された場合」が追加された。これにより、

現在の新型コロナウイルスを撃退する実践の

ニーズを満たすことができるとともに、今後の

その他の緊急事態又は非常事態における適

用の余地を残すことができる。

3 .特許評価報告制度の完備

改正『特許法』第66条に関わり、実用新案特

許及び意匠特許の評価報告の請求主体の範

囲が拡大され、特許権者、利害関係者又は被

疑侵害者も自発的に特許権評価報告を提示

することができる。
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4 . 意匠特許出願の国内優先権制度の追加

改正『特許法』第29条に関わり、出願人が意

匠を中国で初めて特許出願した日から6ヶ月

以内に、同一の主題について特許出願をする

場合、優先権を受けることができることを明確

にした。これにより出願コストが低減され、意

匠出願人に意匠を更に整え、保護範囲を調整

する機会を与える。

5 .優先権文書提出手続の最適化

改正『特許法』第30条の規定に関わり、すな

わち「出願人が発明、実用新案特許の優先権

を主張する場合、出願時に書面で声明を提出

し、かつ最初に出願を提出した日から16ヶ月

以内に、最初に提出した特許出願書類の副本

を提出しなければならない。 」これにより、出

願人が優先権書類を提出する期限が緩和さ

れる。

中国国家知識産権局は、今年末又は来年

初めに、改正『特許法』に基づいて、『特許法

実施細則』及び『特許審査指南』に対して行っ

た適応的改正及び移行方法を発表する予定

である。

筆者プロフィール:

杜文文は2 0 1 6年に北京理工大学の材料成形及び制

御工程専攻を卒業し、工学修士学位を取得した。 2 0 1 7

年にパナウェル特許事務所に入所してから 、機械分野

の特許出願書類の作成、PC T出願、審査意見の応答、

特許検索及びコンサルティング等の業務に携わってい

る。



商 標 局 よ り 『 商 標 法 』 第 2 2
条を引用してマドリッドの中
国 指 定 の 領 土 拡 張 出 願 を
拒 絶 さ れ た 場 合 の 処 理 方
法

実務において、外国出願人がマドリッド商標

国際登録を通じて中国を指定する際に、中国

商標局は「ある商品/役務項目は中国の商標

登録として受け入れられない」ことを理由に、

『商標法』第22条の規定を引用して「暫時拒絶

通知」を発行し、当該商標の中国における領

土拡張保護出願を拒絶/部分的に拒絶する場

合が多い。

このような拒絶は、 「スロ ッ トマシン 、賭博

機」等の商品及び「小売、卸売、販売、ギャン

ブル、くじ、仮想通貨、郵便」等の役務のよう

に、中国の商標関連法令に明確に禁止されて

いる商品・役務にのみ適用される。

このような『暫時拒絶通知』を受けた外国出

願人は、一般的に次の2つの救済ルートを利

用することができる。1つは拒絶査定不服審判

を 提 出 す る と と も に 商 品 / 役 務 を 限 定 し て

WIPOに出願（様式MM6 ）を提出することであ

る。もう一つは拒絶査定不服審判の提出を放

棄し、商品/役務を限定WIPOに出願を提出し

た後に中国を再指定することである（ただし、

後日に中国を再指定すると出願日の優勢が失

われる）。

外国出願人がWIPOに提出した限定後の商

品/役務は、当初出願の範囲を超えてはなら

ず、当初出願の範囲を超えた商品/役務は中

国商標局に受け入れられない。例えば、商標

局が役務「小売」を拒絶して、出願人が役務「

他人のために売り込む」に限定した場合、商

標局は、「小売」と「売り込む」は2つの異なる

概念であり、 「他人のために売り込む」は「小

売」自体の範囲を超えているとして、限定が無

効である旨の通知を発行する。
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李文輝博士がB型肝炎財団
の 最 高 栄 誉 で あ る 2 0 2 1 バ
ル ー ク ・ サ ミ ュ エ ル ・ ブ ラ ン
バーグ賞を受賞

2020年11月12日、B型肝炎基金（米国、ペ

ンシルベニア）は、B型肝炎ウイルスが肝細胞

に侵入するための受容体を発見した中国の学

者である李文輝博士（下記、李博士）の、B型

肝炎の科学研究と医療の推進における優れた

貢 献 を 讃 え 、 李 博 士 に 2021 年 Ba ru ch

S .B l umbe r g P r i z e （バルーク・サミュエル・ブ

ランバーグ賞）を授与した。

バルーク・サミュエル・ブランバーグ賞はB型

肝炎関連の科学研究と治療に重要な推進と顕

著な貢献をした個人に授与する賞であり、この

分野の最高の栄誉と考えられている。肝臓お

よび臓器移植分野の開拓者であり、2012年に

ラスカー臨床医学賞を受賞した トーマス ・ス

タール博士（Thomas S t a r z l ） 、C型肝炎ウイ

ルスの発見で2020年にノーベル生理学・医学

賞 を 受 賞 し た ハ ー ビ ー ・ ア ル タ ー 博 士

（Ha r v e y A l t e r ） 、 2017年に米国肝臓病研究

学会会長のアンナ・ロック博士（Anna Lo k ）も

この賞を受賞したことがある。

バルク・ブルームバーグ博士はB型肝炎ウイ

ルスの発見で1976年にノーベル生理学・医学

賞を受賞した。B型肝炎財団の共同設立者で

あるバルク・ブルームバーグ博士は2011年に

世を去った。財団の研究機関であるバルク・ブ

2 0 2 0 年 1 2 月 | 季刊

15

当社ニュース

泛 華 偉 業 知 識 産 権 |  季 刊 情 報 誌

ルームバーグ研究所は彼の名前にちなんでネ

ーミングされた。

李博士は、現在北京生命科学研究所のシニ

ア研究員、清華大学生物医学協同研究院教

授に在職しており、2001年に中国協和医科大

学から博士号を取得した後、ボストンにある

ハーバード医科大学にポスドク研究者と講師

を務めた。2007年、李博士は北京生命科学研

究所に加入し、B型肝炎とD型肝炎ウイルス感

染の研究に焦点を当て始め、最終的に肝臓で

豊富に発現する複数回膜貫通型のコール酸

受容体NTCP （ナトリウムタウロコール酸共輸

送体）がB型肝炎ウイルスとD型肝炎ウイルス

の機能性受容体であることを発見した。

当所は長年北京生命科学研究所に知的財

産権関連の法律サービスを提供しており、李

博士の案件を代理して中国特許を出願してき

たことを誇りに存じる。

この度は、李博士がB型肝炎基金会の最高

栄誉2021バルーク・サミュエル・ブランバーグ

賞 （ Ba r u c h S .B l umbe r g P r i z e ） を受賞した

ことを祝福し、彼が肝炎科学と医学の発展を

推進するために傑出した貢献をしたことに感

謝を申し上げる。




